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※　基礎疾患の範囲

■令和5年度の接種について
　新型コロナウイルス感染症の重症者を減らすため、国の方針に基づき、引き続き新型コロナワクチン
接種を継続します。春夏接種の接種券については準備が整い次第、対象となる方に個別に郵送します。
接種開始日や医療機関などは、接種券に同封する案内チラシをご確認ください。

■初回接種(1・2回目)について
　12歳以上の方、小児(5歳～11歳)の方、乳幼児(生後6か月～4歳)の方の初回接種についても、
引き続き実施します。まだ接種していない方のうち、転入した方や接種券を紛失してしまった
場合は、接種券を再発行しますので、WEB申請または市コールセンターまでご連絡ください。 申請はこちら

●追加接種のスケジュールと対象者（予定）
初回接種（1・2回目）完了者は、令和5年度に下記
のとおり追加接種することができます。
　①春夏（令和5年5月～8月）：1回接種
　　	65歳以上の高齢者、5歳以上の基礎疾患（※）
をお持ちの方や医療従事者などの方

　②秋冬（令和5年9月～3月）：1回接種
　　	5歳以上のすべての方（上記①で接種した方を
含む）

●接種券
春夏接種について、65歳以上の方には接種時期が
きましたら、個別に接種券を郵送します。64歳以
下の基礎疾患をお持ちの方と医療従事者などの方
は、発行の申出（下記）が必要です。秋冬接種につ
いては、8月号の広報でお知らせします。
申出は4月24日（月）から受付開始予定

　　　		　	2次元コードから
　　　		　	0570・02・5672
　　　　		（市コールセンター）

●使用するワクチン
　　　　		オミクロン株対応ワクチン
　　　　		国により今後検討

WEB
電�話

春夏
秋冬

（1）以下の病気や状態の方で、通院または入院している方
　1.慢性の呼吸器の病気
　2.慢性の心臓病（高血圧を含む）
　3.慢性の腎臓病
　4.慢性の肝臓病（肝硬変など）
　5.	インスリンや飲み薬で治療中の糖尿病または他の病気を併発
している糖尿病

　6.血液の病気（ただし、鉄欠乏性貧血を除く）
　7.	免役の機能が低下する病気（治療中の悪性腫瘍を含む）
　8.	ステロイドなど、免疫の機能を低下させる治療を受けている
　9.免疫の異常に伴う神経疾患や神経筋疾患
　10.	神経疾患や神経筋疾患が原因で身体の機能が衰えた状態（呼

吸障害など）
　11.染色体異常
　12.	重症心身障害（重度の肢体不自由と重度の知的障害とが重複

した状態）
　13.睡眠時無呼吸症候群
　14.	重い精神疾患（精神疾患の治療のため入院している、精神障

害者保健福祉手帳を所持している、または自立支援医療（精
神通院医療）で「重度かつ継続」に該当する場合）や知的障
害（療育手帳を所持している場合）

（2）基準（　　　30以上）を満たす肥満の方
　　　30の目安：身長170cmで体重約87kg、身長160cmで体
重約77kg

BMI

BMI

新型コロナワクチン接種
※　掲載内容は3月9日時点のものです。変更となる場合もありますので、市ホームページで最新の情報をご確認ください

接種費用

無料
全額公費負担

問合先　市コロナワクチン接種コールセンター　☎0570・02・5672

■発熱など症状のある方へ
県では発熱などの症状がある場合に、地域の
身近な医療機関などで受診することができる
よう、指定医療機関を公表しています。

■り患後の後遺症にお悩みの方へ
新型コロナ感染症の後遺症には、倦怠感や息切れ、集
中力の低下などの症状がみられ、人によっては日常生
活に影響が生じる場合があります。県では、後遺症の
診療を行う医療機関を公表していますの
で、県のホームページを確認の上、医療機
関にご相談ください。

県HPはこちら 県HPはこちら

新
型
コ
ロ
ナ
対
策

最新情報は、市ホームページをご確認ください。

申請はこちら
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「鶴ヶ島市パートナーシップ・ファミリーシップ制度」を導入します

問合先　総務人権推進課庶務人権担当

　
近
年
、性
の
多
様
性
に
つ
い
て
、

社
会
の
関
心
が
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ま
っ
て
き
て
い

る
も
の
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性
的
少
数
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理

解
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こ
の
こ
と
か
ら
、
性
的
少
数
者

に
関
す
る
理
解
が
進
み
、
一
人
ひ

と
り
が
お
互
い
の
人
権
を
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市
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４
月
１
日

か
ら
導
入
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ま
す
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市
民
・
事
業
者
へ
の
お
願
い

　
本
制
度
は
、
法
律
上
の
効
果
が

生
じ
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん

が
、
宣
誓
さ
れ
た
方
の
パ
ー
ト
ナ

ー
や
家
族
と
し
て
の
関
係
を
尊
重

し
、
市
と
し
て
尊
重
す
る
も
の
で

す
。
こ
の
趣
旨
を
十
分
に
ご
理
解

い
た
だ
き
、
本
制
度
利
用
者
が
婚

姻
な
ど
し
て
い
る
方
と
同
じ
様
に

自
分
ら
し
く
生
き
生
き
と
生
活
で

き
る
社
会
が
実
現
す
る
よ
う
、
ご

協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

支
給
対
象

　
国
民
健
康
保
険
や
後
期
高
齢
者

医
療
保
険
に
加
入
し
て
い
る
方

で
、
次
の
要
件
を
満
た
す
方

・
令
和
５
年
５
月
７
日
ま
で
に
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
感

染
ま
た
は
発
熱
な
ど
の
症
状
が
あ

り
、
感
染
が
疑
わ
れ
、
そ
の
療
養

の
た
め
仕
事
を
休
ん
だ
方

・
勤
務
先
か
ら
給
与
な
ど
の
支
払

い
を
受
け
て
い
る
方
で
、
療
養
の

た
め
仕
事
を
休
ん
だ
期
間
の
給
与

な
ど
が
支
給
さ
れ
な
い
方

※
　
給
与
収
入
の
全
部
ま
た
は
一

部
の
支
払
い
を
受
け
て
い
る
間

は
、
傷
病
手
当
金
を
支
給
で
き
ま

せ
ん
。
な
お
、
そ
の
給
与
収
入

が
、
傷
病
手
当
金
よ
り
少
な
い
と

き
は
、
差
額
を
支
給
し
ま
す

適
用
期
間

　
療
養
の
た
め
連
続
し
て
仕
事
を

休
ん
だ
期
間
の
う
ち
４
日
目
以
降

（
入
院
が
継
続
す
る
場
合
は
、
最

長
１
年
６
か
月
ま
で
）

※
　
適
用
期
間
は
、
令
和
５
年
５

月
７
日
ま
で
で
す

※
　
申
請
期
限
は
、
労
務
に
服
す

る
こ
と
の
で
き
な
か
っ
た
日
か
ら

２
年
で
す

申
請
方
法

　
事
前
に
電
話
で
お
問
い
合
わ
せ

く
だ
さ
い
。
な
お
、
事
業
主
の
証

明
書
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

国民健康保険

後期高齢者医療保険

新型コロナウイルス感染症にかかる�
保険税・保険料の減免を終了します

問合先　保険年金課保険賦課担当

　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

の
影
響
に
よ
り
収
入
が
減
少
し
た

被
保
険
者
な
ど
に
か
か
る
国
民
健

康
保
険
税
お
よ
び
後
期
高
齢
者
医

療
保
険
料
の
減
免
制
度
は
、
令
和

４
年
度
末
を
も
っ
て
終
了
と
な
り

ま
す
。
た
だ
し
、
次
の
内
容
に
該

当
す
る
場
合
、
減
免
の
対
象
と
な

る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

国
民
健
康
保
険
税

　
令
和
４
年
度
末
に
国
民
健
康
保

険
の
資
格
を
取
得
し
た
こ
と
な
ど

に
よ
り
、
令
和
４
年
度
相
当
分
の

国
民
健
康
保
険
税
に
つ
い
て
、
令

和
５
年
４
月
以
後
に
納
期
限
が
到

来
す
る
場
合

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料

　
令
和
４
年
度
末
に
後
期
高
齢
者

医
療
制
度
の
資
格
を
取
得
し
た
こ

と
な
ど
に
よ
り
、
令
和
４
年
度
相

当
分
の
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料 

に
つ
い
て
、
令
和
５
年
４
月
以
後

に
普
通
徴
収
の
納
期
限
が
到
来
す

る
場
合

新型コロナウイルス感染症にかかる�
傷病手当金の適用期間を5月7日で終了します

問合先　保険年金課保険給付担当

手続き方法
などはこちら

パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
制
度

制度概要
お互いを人生のパートナーとし、日常生活において、対等
な立場で、相互に責任をもって協力すると約束した、一方
または双方が性的少数者（※）である２人が、市長に対して
パートナーであることを宣誓する制度
対象者
（1）一方または双方が性的少数者であること
（2）成年に達していること
（3）双方が鶴ヶ島市民であること
　		※　3か月以内の転入予定も含む
（4）配偶者がいないこと
（5）他の方とパートナーシップにないこと
（6）お互いが近親者でないこと

フ
ァ
ミ
リ
ー
シ
ッ
プ
制
度

制度概要
パートナーシップの宣誓をする方に子どもなどがいる場合、
家族の関係にあることを併せて宣誓することができる制度
対象者
（1）	パートナーシップにある方の一方または双方の子（実子ま

たは養子）を含めた近親者であること
（2）	パートナーシップにある方の一方または双方がファミリ

ーシップ対象の子どもなどと生計が同一であること
※　性的少数者とは
　�自己の性別についての認識が戸籍上の性別と異なる方および
恋愛感情または性的関心の対象となる性別についての指向が
異性のみでない方


